
福岡県福祉サービス第三者評価結果取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、福岡県福祉サービス第三者評価事業実施要綱（以下「事

業実施要綱」という。）「３ 事業（３）」の規定に基づき、評価結果の取扱い

に関する必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（公表の内容） 

第２条 福岡県福祉サービス第三者評価推進機構（以下「福岡県推進機構」と

いう。）及び評価機関は、福祉サービス第三者評価の結果等について、福岡県

福祉サービス第三者評価の結果（様式１）により、これを公表する。 

２ 公表にあたっては、個人情報の保護に最大限の配慮を行うものとし、利用

者又は職員個人（法人の代表者及び施設長の氏名は除く。）が識別され得る

情報は記載しない。 

 

（公表の同意） 

第３条 評価機関は、評価結果の公表に関する同意書（様式２）により事業者

の同意を得るに当たって、評価結果等について丁寧な説明等を行い、公表の

意味と公表内容について十分に理解を得る。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業者から公表についての同意が得られなかっ

た場合は、同意が得られない範囲において公表しないこととし、同意が得ら

れない旨を公表する。 

  なお、すべてについて公表に同意が得られなかった場合は、福岡県福祉サ

ービス第三者評価の結果（様式３）により事業者に関する基本情報及び公表

の同意が得られなかった旨を公表する。 

 

（福岡県推進機構への報告） 

第４条 評価機関は、評価結果を福岡県福祉サービス第三者評価結果報告書（様

式４）により福岡県推進機構に報告する。 

２ 評価結果について、事業者の同意が得られない評価項目等がある場合は、

併せてその項目等を報告する。 

３ 第１項による報告は、評価結果の確定後速やかに行う。なお、福岡県推進

機構は、評価年度の翌年４月２０日までに提出された第１項による報告を当

該年度として取り扱う。以降の提出は、翌年度の報告として取り扱う。 

４ 福岡県推進機構は、公表内容等について、個人情報などプライバシー等の

問題がないか確認した上で受領する。 



 

（福岡県推進機構における公表） 

第５条 福岡県推進機構は、第４条の規定に基づく報告を受けたときは、第２

条の規定により公表を行う。 

２ 公表は、福岡県推進機構のホームページ及び独立行政法人福祉医療機構が

運営するＷＡМ ＮＥＴ上で行う。 

 

（評価機関における公表） 

第６条 評価機関は、福岡県推進機構への報告の後、公表内容について当該評

価機関のホームページ上で公表を行う。 

２ 評価機関は、福岡県推進機構に対して評価結果を報告することにより、第

１項の公表に替えることができるものとする 

 

（公表期間） 

第７条 福岡県推進機構及び評価機関は、評価結果の公表を速やかに行うもの

とし、公表期間は、評価実施時の翌年度から起算して３年間とする。 

 

（受審済証及び受審済シールの交付） 

第８条 福岡県推進機構は、福祉サービス第三者評価を受審し、その評価結果

が福岡県推進機構のホームページで公表された事業所に対し受審済証（様式

５）及び受審済シール（様式６）を交付するものとする。 

２ 受審済証の有効期間は、評価実施時の翌年度から起算して３年間とする。 

 

附  則 

この要領は、平成２０年３月６日から施行する。 

 

附  則 

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この要領は、令和６年２月１４日に改正し、同日から施行する。 

 

附  則 

この要領は、令和７年２月１９日に改正し、令和７年４月 1 日から施行する。 

 


